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地質調査所の昭和63年度の基本方針及び研究計画の概

要を以下に紹介する.

地質調査所は地質及び地下資源に関する調査研究を

総合的に実施する国立研究機関として

(ユ)国土及ヴその周辺海域の地球科学的実態の解明

(2)エネルギｰ･鉱物資源の探査と評価

(3)国土及びその周辺海域の環境保全自然災害の予

知･防止

(4)国際研究協力及び技術協力

等に係わる調査研究活動を通じて社会経済の発展

国民福祉の向上及び国際協調に貢献するとともに地球

科学の進歩に寄与することを使命とする.

地質調査所が行う調査研究には経常研究(所内指定

研究･所内特別研究及び一般経常研究)工業技術院指定研

究工業技術院特別研究国立機関原子力試験研究国

立機関公害防止等試験研究工業技術院国際産業技術研

究事業科学技術振興調整費による研究及び通商産業省

本省予算による調査等があるがこれらのうち特に次の

8項目を重､煮研究として取り上げこれを強力に推進し

ていくことにしている.

〔昭稲63年度の重点施策〕

1)5万分の1及び20万分の1地質図幅の作成

国土に関する諸施策の基盤とたるものでその作

成と充実を図る.特に地震予知特定観測地域及び

観測強化地域等社会的要請が大きい地域の図幅の作

成を推進する.

2)地熱資源に関する調査研究

所エネルギｰ資源の一つとして新しい技術的･

理論的観点から我が国の地熱エネルギｰの潜在能

力を高い確度で把握するための探査システムの開

発を図る.特に資源評価技術地熱デｰタベｰ

スの開発を促進する.

3)エネルギｰ･鉱物資源に関する調査研究

エネルギｰ･鉱物資源の実態把握新しい鉱床成

因論に基づく探査法･資源評価技術の開発を行う.

また海外における希少金属の鉱床モデルの研究

人工衛星等による資源探査システムの研究等に積極

的に取り組む.

4)地震及び火山噴火予知等に関する調査研究

国家的プロジェクトとして進められている地震予

知及び火山噴火予知計画において地質学的研究の

分野を分担し関係省庁と揚力しだから予知技術の

確立を図る.

5)海域の地質及び地下資源に関する調査研究

国土周辺海域に関する海底地質図等の作成地下

資源の探査･評価を行うとともに海洋底の新しい

鉱物資源の探査･評価に関する基礎的研究の推進を

図る.

6)環境保全及び原子力平和利用技術に関する研究

陸域及び湖沼･沿岸海域における産業立地の影響

評価人為汚染の予測･防止土砂災害の予測及び

原子力施設の安全立地高レベル放射性廃棄物対策

に資することを目的とした研究を推進する.

7)地球科学デｰタベｰスの研究

情報化社会に対処するため地質情報の解析処理

手法の確立を目指す研究及び岩石鉱物の物性値･化

学分析値から地質標本に至る地球化学情報のデｰタ

ベｰス化の研究を推進する.

8)国際研究協力

国際産業技術研究等を強力に推進し諸外国の国

立地質関係研究機関等と協力して地質･地下資源

に関する国際的重要課題の解明に努める.

I｡指定研究･特別研究等

地質調査所は国土の利用･環境保全及び自然災害の

予知･防止等のために欠くことのできたい地質及び地下

資源に関する研究を行っている.これらの分野におけ

る内外の要請に対応しつつ地質調査所が昭和63年度に

実施する工業技術院指定研究及び同特別研究等の課題は

第1表に示すとおりである.
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I.1工業技術院指定研究･新エネルギｰ技術研究開発

(サンシャイン計画)

サンシャイン計画はクリｰンた新エネルギｰの利用

のための技術を開発しようという超大規模･超長期技術

開発計画であり太陽地熱水素等のエネルギｰ利用

や石炭の液化･ガス化に関する技術等を対象としてい

る.

地質調査所は地熱エネルギｰ開発のための基礎とた

る地熱資源についての研究を昭和20年代に開始して基

礎的な成果を積み上げてきた.特に昭和48年から始

めた全国地熱基礎調査これに続く地熱開発基礎調査に

第1表昭和63年度地質調査所の具体的研究課題

経=常研究

工業技術院

指定研究

餓

特別研究

所内指定研究一｢特定地質図幅の研究｣(地質部)･｢地質図幅の研究｣(地質部)

所内特別研究一｢岩石標準試料作製法の研究｣(技術部)一｢地質CADの研究｣(地質情報解析室)･

｢札幌周辺地域における地球科学基本図のパイロット研究｣(北海道支所)

†般経常研究(各部)

新エネルギ→錦細究開発一｢地熱探査技術等検証調査｣(地殻熱部)･｢深部地熱資源探査技碕に関す

る研究｣(地殻熱部)･｢国土地熱資源評価技術に関する研究｣(地殻熱部)`

�

｢地熱探査技術等検証調査に伴うデｰタの解析･評価｣(地殻熱部)

大型工業度騎研究開発一｢地質リモｰトセンジシグシステムの研究｣(物理探査部)

(大型プロジェクト)兆電源多様化技術開発評価費による

｢地震予知技術一｢地震予知に関する地質学･地球化学的研究｣(環饒地質部)

｢資源'エネルギｰ技術Tr讐掌禦鰐驚11鰐鮎灘望缶究｣(鉱床部)

L｢資源評価のための三次元モデリング手法に関する研究｣(物理探査部)

織下蟻凝議蟻鱗導部)

情報皮筋一｢地質デｰタベｰスの開発と利用に関するパイロット研究｣(地質部)

国立機関

原子力試験研究

国立機関公害防止

等試験研究

国際産業技術

研究事業

｢高レベル放射性廃棄物の深層隔離に関する地質学的研究｣(環境地質部)

｢高レベル放射性廃棄物処分施設安全性評価のための地質環境の長期安定性に関する研究(環境地質部)

｢精密隼代測定による断層活動性評価の研究｣(技暗部)

r｢湖沼汚染底質の堆積機構解明に関する研究](海洋地質部)

｢浅海環境の長期的変遷過程の解明による最適立地の予掴厳術に関する研究｣〈瀬洋地質部)

｢先端技筋産業に係わる環境汚染物質の拡散予測とモニタリング手法の開発に関する研究｣

(環境地質部)

｢地球化学図による元素のバックグラウンドと人為汚染の評価技術に関する研究｣(技碕部)

｢パキスタンコリジョン帯の地質一鉱物資源の研究｣(鉱床部)

｢緊急憧希少鉱物資源の探査技術開発に関する研究｣(鉱床部)

｢石炭特性と生成環境に関する研究｣(燃料部)

｢合油堆積盆地の標準層序に関する研究｣(燃料部)

｢ランドサットTMデｰタによる地形･地質構造解析の研究｣(物理探査部)

割驚蟻潔繁鼠享二器､
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企画室

よって日本の地熱資源賦存地域の分布の大要が明らか

にたった.さらに昭和55年度からはその開発を目

的とする研究として地熱探査技術等検証調査深部地

熱資源探査技術に関する研究及び国土地熱資源基本図作

成に関する研究を進めているがこれらのうち国土地

熱資源基本図作成に関する研究は昭和58年度で終了し

昭和59年度からは国土地熱資源評価技術に関する研究と

して継続している.昭稲61年度からは地熱探査技術

等検証調査に伴うデｰタの解析･評価を電源多様化技術

開発評価費(特別会計)を用いて行っている.

亙.豆.且地熱探査技術等検証調査

〔方針〕

広域がつ大規模た深部地熱の開発を促進するために

仙岩･栗駒両地域において新エネルギｰ総合開発機構

が取得Lたデｰタを用い地質調査所に蓄積された知見

を活用して探査技術等の検証を行う.また両地域

の資源評価等を通じて地熱デｰタベｰスの完成に引き

続き努める.

〔計画の大要〕

これまでの研究開発成果をもとに地熱情報の特性と

その処理に要請されるものを分析しツステムの発展に

努める.また仙岩･栗駒両地域における総合解析を通

じ･てSIGMAシステムの利用実証を行う.

亙.1.2深部地熱資源探査技術に関する研究

〔方針〕

深部地熱資源の合理的探査法の開発を目標として,断

裂に支配された地熱貯留層の生産性評価を可能にするた

め貯留層探査と評価に関する要素技術の研究を行う.

〔計画の大要〕

1.貯留層探査法の研究

1)比抵抗法の研究としてCSMT法の多チャンネ

ル探査ツステムによる野外予備実験とリフレクティ

ビティMT法の解析ソフト開発を行う.また高

温･高圧下で含水岩石比低抗測定が可能なプロトタ

イプ装置を試作する.

2)地震学的方法の研究として多点臨時観測による

三次元地下構造の決定とフラクチャｰ分布様式を求

める.また坑井を利用したシオトモグラフィｰ

の基礎的研究を開始する.

2.貯留層形成機構の研究

1)断裂形成機構の研究として第三系火山岩類の断

裂形成シミュレｰション実験を行う.

2)断裂系セルフシｰリング機構の研究として水･

岩石反応シミュレｰタの天然への適用評価と流体包

有物ガス分析ツステムの導入を行う.

3)断裂系ガスの研究として結晶質岩類基盤地域に

おけるガスの化学的研究と岩石ガスの抽出実験を行

う.

3.貯留層評価法の研究

1)広域流動系の研究として流動(H)勲(T)の他

に化学反応(C)を考慮したシミュレｰタのプロト

タイプ開発と岩体の力学(M)を考慮したシミュレ

ｰタの設計を行う.

2)断裂系貯留層評価の研究として断裂系シミュレ

ｰタによる解析を行う.

亙.1.3国土地無資源評価技術に関する研究

〔方針〕

我が国の地熱資源に係わる既存の情報に全国地熱資

源総合調査の新たたデｰタを加えて我が国の地熱資源

評価(アセスメント)を行う手法を開発するとともにこ

れに基づいて地熱資源賦存量分布を明らかにする.

〔計画の大要〕

全国地熱資源総合調査(第2次)もしくは類似規模の

調査デｰタを利用して限定された地熱地域範囲(約1

万km2)の地熱資源量を容積法により評価する.

また全国地熱資源総合調査(第3次)に対応Lて

諾調査デｰタをデｰタベｰス化しこれをべ一スとして

研究対象地域に賦存する地熱資源量を確度高く評価する

手法の開発と地熱資源賦存有望地区抽出に係わるデｰ

タ解釈基準の作成どこれを適用した地熱資源賦存量の

評価とを行う.

1)広域規模地熱資源評価の研究として全国地熱資

源総合調査(第2次)の各地域において資源量評価

を継続する.また全国地熱資源総合調査(第3

次)の各地域において資源評価のべ一スとなる各

種基図類を作成する.

2)デｰタベｰスによる資源評価の研究として広域

規模資源評価に必要な各種デｰタのデｰタベｰス化

を進める.

3)新しい地熱資源評価手法の研究として地熱資源

量を確度高く評価する包蔵水量法の検討を行う.

また新エネルギｰ総合開発機構が行う地熱資源賦

存有望地区抽出のためのデｰタ解釈基準の作成を行

う.
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63年度の地質調査所の研究

瓦.1.4地熱探査技術等検証調査に伴うデｰタの解析･

評価

〔方針〕

広域がつ大規模な深部地熱の開発を促進するために

地質調査所に蓄積された解析･評価の知見を活用Lて

(1)仙岩･栗駒両地域において新エネルギｰ総合開発機

構が行う坑井調査デｰタとともにこれまでのデｰタに

ついて総合的に解析し両地域の資源量評価を行う.

また(2)新エネルギｰ総合開発機構が行う断裂型貯留層

探査法の開発に伴って取得されるデｰタ等の解析･評価

を行う.

〔計画の大要〕

1)仙岩･栗駒地域総合解析として両地域の地熱資

源の賦存状況と熱履歴に着目した地質構造解析化

学成分の挙動に着目した熱水流動解析電気的特性

及び勲挙動に着目した勲構造解析を行うとともに

これらの結果を総合的に解析し両地域の資源量評

価を行う.

2)断裂型貯留層探査法解析･評価としてアレイ式

MT法の三次元解析･解釈システムの整備及び現地

調査のための予備評価を行う.またVSP及び高

精度反射法の三次元解析･解釈システムの整備及び

現地調査のための予備評価を行う.

I.2.大型工業技術研究開発(大型プロジニクト)

資源探査用観測システム研究開発

石油･鉱物資源の遠隔探査を目的に昭和65年度に打

ち上げが予定されている地球資源衛星(ERS-1)の観測

システムの開発を目指して昭和59年度から開始された

プロジェクトで科学技術庁と連携しまた民間技術研

究組合の協力も得て実施される.

このプロジェクトでは(1)地質構造の解析･地下資源

の探査に有効た地質センサｰの性能を明確にし(2)高性

能光学センサｰ及び(3)高性能合成開口レｰダｰの技術

開発を行う.

I.2.1地質リモｰトセンシングシステムの研究

〔方針〕

地質調査所はこのうち(1)を分担し種六の土壌｡岩

石の可視短波長赤外及び中間･遠赤外領域における電

磁特性の測定･分析電磁特性デｰタベｰスの作成コ

ンピュｰタシミュレｰション手法による仮想センサｰ評

価等の研究により地質構造の解析地下資源の探査に
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有効た地質用センサｰ性能を明確にすることを目標とす

る.

〔計画の大要〕

1土壌｡岩石の電磁特性の研究

各種土壌･岩石の電磁特性(可視一短波長赤外域)を

測定･分析L土壌･岩石の種別･組成と電磁特性の

関係を明らかにしセンサｰパラメｰタを解析する.

2電磁特性デｰタベｰスの研究

室内及び野外で測定された電磁特性デｰタを各種の

分析デｰタとともにデｰタベｰス化する.

3コンピュｰタシミュレｰション手法による仮想セン

サｰ評価の研究

典型的た地質構造を示す地域をモデルフィｰルドに

設定し地質地形の数値化モデルを作成する.この

数値化モデルと電磁特性デｰタからコンピュｰタシミ

ュレｰション手法による各種仮想センサｰ応答を求め

地質唐報の抽出に有効たセンサｰパラメｰタを解析す

る.

以上を総合して地質構造の解析地下資源の探査

に最適た地質用センサｰ性能を明確にする.

亙.3.工業技術院特別研究

明稲63年度に地質調査所が実施する工業技術院特別研

究は地震予知技術資源｡エネルギｰ技術海洋開発

技術及び情報技術の分野(大項目)に属する以下の8テｰ

マである.

I.3.1地震予知に関する地質学･地球化学的研究

〔方針〕

第5次地震予知計画の一環として1:活断層の全国

的把握と活動様式のモデル化2:震源域における岩石

の応力一破壊過程及び3:地下ガスによる地震予知手一

法に関する研究を推進し地震予知技術の向上を図る.

〔計画の大要〕

1活断層の研究

1)50万分の1全国活構造図の編纂:引き続きデｰタ

の収集に努める.

2)地震発生機構の地域的特性の解明:1/5万｢清水｣

図幅地域等の野外調査による活構造の詳細と地震活

動との関係を解明する.

3)活断層･活構造のデｰタベｰス化:活構造関連デ

ｰタの入力入出力ソフトの充実によりデｰタベ�
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一スシステムを完成させる.

4)活断層精密調査手法の研究:北部フォッサマグナ

地域等主要活断層地域における活断層精密調査活

断層の変位運動のモデル化活断層探査新技術の開

発をそれぞれ行う.

2.震源域における応力一破壊過程の研究

1)地殻物性測定法の研究:原位置応力測定法のまと

めを行う.長区間地震波速度測定のために南関東

･東海地域で爆破観測実験を行う.

2)応力下における岩石破壊先行現象の実験的研究:

三軸破壊実験及び模擬断層実験を実施しAEの精

密観測を行う.地震に至る破壊過程の研究をまと

ぬ前兆現象の機構を解明する.

3.地下ガスの研究

1)活断層地域における地下ガスの研究:活断層周辺

の土壌及び地下水中のガス成分の経時的変化平野

部の潜在溶断層周辺の土壌ガス成分と断層渚動度等

との関係を把握する.

2)地下ガス測定･解析システムの研究:自動測定装

置による連続観測を行いデｰタの集録･解析ソフ

トを開発する.

作用を比較検討して鉱床探査の新しい指針を得ること

を目標とする.

〔計画の大要〕

モデルフィｰルドにおける地質学的･鉱物学的解析と

実験室における合成実験とを統合化して金属の濃集機

構のモデル化とそれに基づく鉱床探査指針の抽出及び

現地検証を行う.

1モデルフィｰルドにおける解析:活動的熱水系と化

石熱水系についてモデルフィｰルドを設定し地質

熱水作用変質作用鉱化作用の相互の関係を解明す

る.

2.金属元素の分配に関する実験的研究:高温高圧実験

装置を用いて金属の濃集機構の物理化学条件の定量的

解析を行い鉱化作用をもたらし得るマグマの特徴を

解明する.

3.金属の濃集機構のモデル化と鉱床探査指針の抽出:

項目1･2の研究結果の総合的解析に基づき金属の

濃集をおこしうる熱水系を解明し鉱床探査指針の抽

出を行う.

4.鉱床探査指針の検証:項目(3)の結果に基づき現地

検証調査を行い金属の濃集の起こる場の決定を行

う.

亙.3.2活火山の地質及び地下構造に関する研究

〔方針〕

地震探査等を用いて活動的でカルデラを伴う火山の地

下構造を解明するとともに火山噴出物の分布活動史

等火山地質の研究を総括した火山地質図を作成L火山

噴火予知に資することを目的とする.

〔計画の大要〕

1活火山の地下構造の研究

阿蘇火山で屈折法地震探査を行う.また大島火山

で地殻微小変形測定を行う.

2活火山の地質の研究

三宅島火山の調査を行い三宅島火山の地表地質･

噴出物･火山活動史等を総括し火山地質図の原図を

作成する.

I.3,3マグマｰ岩祐一勲水系における金属の濃集機構

に関する研究

〔方針〕

本研究は我が国の金属鉱床の主要た形成環境である

マグマｰ岩石一熱水系を総合的に解析し地質時代の熱

水系(化石熱水系)と現在活動的た熱水系に見られる鉱化

I.3.4資源評価のための三次元モデリンゲ手法に関す

る研究

〔方針〕

本研究は従来の一次元二次元モデルでは把握困難

で複雑な地下構造の解明に必要た三次元モデリング手法

の開発を行い地質･地球物理･地球化学等の各種デｰ

タを総合した資源評価技術の確立を図る.

〔計画の大要〕

資源を胚胎する堆積盆等について鉱床形態及び賦存

条件に関する三次元的解析手法の研究を下記に従い行

う.

1.資源評価指標の研究:秋田･山形地域を主た対象と

したシミュレｰション実験による構造形成過程の解

明や根源有機物のタイプ指示指標と熟成度の評価指標

の開発.

2.三次元モデリング･探査解析手法の研究:CAD手

法を取り入れた三次元地下構造モデリングに関する研

究及び物理探査解析･解析手法の開発.

3.堆積盆三次元モデリングの研究:堆積盆資源評価に

必要た指標･情報の三次元化鉱床賦存条件の解析等

地質ニュｰス405号�
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による資源アセスメント技術の確立.

I.3.5海底熱水活動に伴う重金属資源評価手法に関す

る研究

〔方針〕

本研究では我が国周辺200海里水域内における熱水

性重金属資源に関する広域的存在状況調査及び精密調

査を行うにあたって必要た技術を確立し重金属資源の

評価手法を確立することを目的とし63年度は伊豆･小

笠原海域で選定されたいくつかのモデル海域について精

密調査を実施する.

〔計画の大要〕

1海底熱水性重金属資源存在指標の検出とモデル海域

の選定

伊豆･小笠原海域の火山･海嶺域のうち従来の調

査デｰタから重金属資源の存在可能性が高いと予想さ

れる海域について広域的に海底の地質･地球物理調

査及び海底地質試料の地球化学的調査を行い海底の

地質構造特性(断層系の発達)･物性及び海底地質試料

の化学組成の特徴等のうちから熱水活動及び重金属

資源の存在指標を検出L海底熱水活動に伴う重金属

資源評価手法の基礎を確立する.

2調査技術･手法の研究

調査対象とたる海域カミ火山･海嶺域という複雑な

地形をもつこと及び海底火山活動･熱水活動の存在す

る徴候を得ることが調査の基本となるため従来とは

異たる観点からの調査が必要なことから次の研究を行

う.

1)各種センサｰ海底カメラ等の曳航技術

2)海底表層微細構造図の作成技術

3)海水中のメタンガス分離技術･高精度分析技術

I.3.6西南日本周辺大陸棚の海底地質に関する研究

〔方針〕

西南日本周辺大陸棚大陸斜面の海底地質及び表層堆

積物の特性を解明して海底鉱物資源の探査に資すると

ともに沿岸域開発利用環境汚染防止対策地震予知対

策等多方面にわたって有効た地球科学的基礎冑報を提

供する.

〔計画の大要〕

能登半島周辺海域を対象に白嶺丸による80目の海上調

査研究を実施し更に得られたデｰタについて処理･解

析のため室内研究を行う.

1988年5月号

�

㈮

㌱

�

�

音響層序の研究

大陸棚及び斜面域について音響的に層序･構造を

研究しこれら海域の構造発達史を明らかにしそれ

と資源賦存との関係について考察する.

深部構造の研究

地殻深部の構造を地球物理学的に把握し上部地質

構造形成の地質学的背景を研究する.

表層堆積物の研究

表層の堆積物について分布特性から形成史を明ら

かにするとともにそれに伴う鉱物組成の特性変化か

ら単一鉱物種の濃集帯を明らかにし将来的た資源

的活用への基礎資料を提供する.

調査技術及び調査手法の開発

調査技術に新技術の開発･導入を図り本研究の目

的に寄与する.

以上の研究成果を総合して報告書海底地質図あ

るいは表層堆積図を作成する.

亙.3.7空中磁気探査による大陸縁辺の海底地下構造の

研究

〔方針〕

南西諸島西部海域の海底地下構造を解明L石油･天

然ガス賦存可能性の評価のための基礎的資料を得るため

次の調査研究を行う.

1.空中磁気探査を実施して20万分の1空中磁気図

磁気基盤図を作成し堆積盆の規模･形状を把握す

る.

2.空中磁気探査デｰタにより当海域の地下熱構造の解

明を図る.

〔計画の大要〕

1南西諸島西部海域において空中磁気探査を行う.

IGRF残差異常図を作成し大局的た磁気異常を明ら

かにする.あわせて探査システムの検討を行いその一

向上を図る.

2定性的解析に適するフィルタｰ図を作成し磁気異

常リニアメント磁気異常振幅等の特徴を知る.I

GRF残差図と合わせて検討し定性解析を行う.

3磁気異常図の定量解析を行う.磁気基盤深度分布

図を作り堆積盆の規模形状を明らかにする.

4磁気異常図のキュリｰ点解析を行う.等温面分布

平均地温勾配を求め地下熱構造を明らかにする.

5隣接海域の既存磁気デｰタと合わせた広域磁気異常

分布を検討する.�
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亙.3.8地質デｰタベｰスの開発と利用に関するパイロ

ット研究

〔方針〕

地質調査所が長年蓄積してきた国土の地質･地下資源

に関する資･試料の効果的利用を促進するため数値情

報化に際して多大の開発要素を有している地質図関連の

情報について処理･利用技術の開発を行いデｰタベ

ｰスシステムの確立並びに全国地質庸報図の完成を目

指してパイ肩ット研究を実施する.

〔計画の大要〕

1地質デｰタベｰスの開発･利用に関するシステムの

概念設計並びにソフトウェアの開発を行う.

2既に数値化されている100万分の1日本地質図をべ

一スに内容の修正特定地質要素の強調･消去･統

合等を行うためのアプリケｰションプログラムを開発

する.

3地質年代･地質標本等の全国にわたるデｰタについ

て評価｡整備･解析及び標準化を行い情報処理装

置を導入して既存デｰタファイルからの変換及びそれ

らの入･出力テストを行う.

4札幌周辺地域をモデルフィｰルドとして同地域の

精密地質図(縮尺20万分の1)の数値情報化を行うほか

同地域に関する地表地質･地下地質･鉱床･重力･磁

気等のデｰタの収集･整備及びそれらの総合解析を行

う.

亙.4.原子力平和利用技術特別研究

この研究は原子力の開発及び平和利用を推進するこ

とによってエネルギｰ源の確保社会福祉と国民生活

の向上科学技術の進歩並びに産業の発展に資するため

に行われるものである.当所では“高レベル放射性廃

棄物の深層隔離に関する地質学的研究"“高レベル放射

性廃棄物処分施設安全性評価のための地質環境の長期安

定性に関する研究"及び“精密年代測定による断層活動

性評価の研究"を実施する.

I.4.1高レベル放射性廃棄物の深層隔離に関する地質

学的研究

〔方針〕

高レベル放射性廃棄物処理処分に係わる国の研究開発

計画の一環として廃棄物を地下に処分する方法を開発

するため岩石･鉱物･粘土の核種包蔵性と長期安定性

に関する実験地学及び地質学的研究を行い超長期にわ

たって放射性核種を隔離することを検証する.

〔計画の大要〕

1水一岩石相互作用による核種移行の実験岩石学的研

究

地下深部環境下における核種移行のメカニズムを解

明するため核種の浸出機構及び岩石｡粘土への吸着

･沈澱機構と分配係数についての実験を行う.

2天然地質環境における相似核種移行の研究

動力炉核燃料事業団の協力を得て岐阜･岡山県で

地層申の相似核種移行の機構を解明するための水文地

質･水地球化学基礎調査を実施し水質の現地及び室

内分析と結果の解析を行う.

3地層の物理的安定性と割れ目透水性の研究

地下深部の圧力･温度と流体圧による岩体破壊の進

展と透水性変化について研究するため高圧下におけ

る水圧破壊実験を行い実験温度を精密に制御して

割れ目の特性と透水性を調べる.また割れ目･断層

の力学的影響と地殻応力･地下水圧の相互作用に関す

るモデルの研究を行う.

L4.2高レベル放射性廃棄物処分施設安全性評価のた

めの地質環境の長期安定性に関する研究

〔方針〕

高レベル放射性廃棄物は地層処分することになってい

るが廃棄物の放射能が安全レベルに下がる少なくとも

数万年間はその処分施設の安全性が確保されたけれぱ

たらたい.しかし世界有数の変動帯に位置する日本

列島ではこのような長期問においては施設の地質環境

が大きく変化する可能性がありその立地にあたっては

地質環境の長期的変化を考慮･評価する必要がある.

本研究では地質環境の長期安全性に関して地質学的

た手法によって適確な未来予測を行い処分施設立地評

価を行うための手法を構築することを目標とする.

〔計画の大要〕

1.処分施設立地上考慮すべき地質事象の抽出研究

高レベル放射性廃棄物処分施設の安全性が確保され

たければたらない期間中に地質環境に欠きた変化を

引き起こすと予想される今まで取り扱われていたか

った低確率あるいは長周期の地質事象を抽出する.

2.地質環境変化の事例研究

上記地質泰象によって引き起こされる過去数十万年

間における地質環境変化の歴史とその要因をそれ

らが最も明瞭に起きている地域を対象とする事例研究
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に基づいて解明する.

3.地質環境変化の事例研究

事例研究の結果に基づいて地質環境変化に関する

長期的な未来予測手法を開発し廃棄物処分施設立地

の際の地質環境の長期安定性評価に資する.

I.4.3精密年代測定による断層活動性評価の研究

〔方針〕

原子力施設の耐震安全確保のためには敷地周辺で発

生する地震の規模･頻度の適切な見積りが不可欠であり

敷地周辺の活断層から生じる地震活動の評価カミ要求され

る.本研究は第四紀層の分布したい地域を調査対象

として種々の年代測定法を用いて断層地域の岩石の放

射年代を精密測定する技術を開発し断層の活動性を年

代学的に評価する手法の確立を目的とする.

〔計画の大要〕

1.断層地域の精密地質調査･地化学調査及び試料採取

断層を横断する地域の精密地質図･断面図の作成･

地下ガスによる地化学調査及び年代測定に使用する試

料採取を行う.昭和63年度は阿寺断層を調査対象と

する.

2.精密年代測定法の開発

年代測定に適する試料の選別方法の検討及びK-Ar

法Rb-St法Sm-Nd法等による精密放射年代測

定法の開発を行い断層の活動性を判定するのに最適

た年代学的手法を確立する.昭和63年度は断層地

域の岩石のK-Ar年代測定とRb-Sr法Sm-Nd年

代測定のための実験装置の整備を行う.

の分布特性をもとに解明する.

〔計画大要〕

湖沼汚染底質の挙動に関する一般的法則の確立と湖沼

環境変遷史の解明を通じて水質汚濁機構の解明を行

う.そのために以下の研究項目を順次実施する.

1.湖沼堆積物の分布特性についての実態把握

2.湖沼堆積物の移動･沈積･再移動に関する経路及び

その定量的把握の研究

3.湖沼環境変化についての定量的把握

4.底質による水質汚濁機構の解明

I.5.2浅掬環境の長期的変遷過程の解明による最適立

地の予測技術に関する研究

〔方針〕

東京湾の沿岸開発利用限界を自然史的に解明する･

この開発利用限界の前提条件として1)東京湾沿岸を津

波被害2)集中豪雨時の洪水から守り3)東京湾の宮栄

養化海水を自然の浄化機能を利用して有用水産資源と

する.この目的を可能にする東京湾の未来堆積環境の

骨格を東京湾の形成史を基礎としてデザインする.

〔計画の大要〕

東京湾沿岸海域を砂州三角州干潟潟湖及び浅

海域という地形単位で区分し水理条件と生物活動によ

り物質代謝を基にして定量化する.物質収支を評価す

るための環境要素(地形堆積地球化学第四紀地質及び

ベントスの生態)の各因子を定量的に記載しこれら環境

因子の時間的変動を把握するための調査手法の確立とそ

のモデル化を行う.

五.5.公害防止技術特別研究

この研究は産業公害対策を実効あるものとするため

に不可欠た公害防止技術の研究開発に関するものであ

る.当所では“湖沼汚染底質の堆積機構解明に関する

研究"“浅海環境の長期的変遷過程の解明による最適立

地の予測技術に関する研究"“先端技術産業に係わる環

境汚染物質の拡散予測とモニタリング手法の開発に関

する研究"及び“地球化学図による元素のバックグラウ

ンドと人為汚染の評価技術に関する研究"を実施する.

I.5.1湖沼汚染底質の堆積機構解明に関する研究

〔方針〕

水質汚濁の主要た因子の一つである底質汚染の実態解

明のために汚濁原因物質の水域での挙動を湖底堆積物

1988年5月号

I.5.3先端技術産業に係わる環境汚染物質の拡散予測

とモニタリング手法の開発に関する研究

〔方針〕

先端技術産業は産業として急成長中の高度の先端分'

野であるためその排出実態や排出物質の大気土壌

地下水中での挙動ぎらに植物動物人体への影響

また分析測定法等未解明の部分カミ多々ある.本研究

では排出物質の分析測定法大気土壌地下水中

での挙動農業環境中での動態さらに人体における評

価法について総合的た研究を行い先端産業技術産業か

らの環境汚染の未然防止に役立てる･

〔計画大要〕

先端技術産業から排出されるトリクロロエチレン等の

有機塩素化合物シラソガス等の特殊材料ガスさらに

レアメタル類等の汚染の可能性のある物質の大気土壌�
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地下水中での挙動作物家畜畜産物さらに人体中

を含む動態を明らかにするため以下のサブテｰマにつ

いて研究を行う.

1.陸域環境拡散予測手法の確立と地下浸透機構の解明

とモデル化

2.深層地下水の汚染･拡散機構の解明(当所担当):深

層にまで拡大した有機塩素化合物等による地下水汚染

の実態把握とそれらによる汚染･拡散機構の解明及

びモニタリング手法の確立

3.農業環境中における脂肪族塩素化合物及びレアメタ

ル類の動態解明

4.生体試料によるモニタリング手法の確立

5.環境汚染物質の定量分析法の確立

I.5.4地球化学図による元素のバックグラウンドと人

為汚染の評価技術に関する研究

〔方針〕

環境汚染評価に利用できる地球化学図の作成技術を確

立し広域的地質環境汚染メカニズムの解明と汚染系の

評価法を確立する.

〔計画の大要〕

北関東のモデルフィｰルドにおいて以下の研究を順次

実施する.

1.試料採取及び調整に関する効率的手法の研究

2.地質環境汚染試料の計測技術の開発研究

3.地球化学図の表現法に関する研究

4.地球化学図の利用･解析技術に関する研究

I.6.国際産業技術特別研究

この研究は開発途上国からの技術協力の要請に応え

るために研究協力を柱とする技術移転を計画的総合的

に促進するためのものである.昭和63年度にはrパキ

スタンコリジョン帯の地質｡鉱物資源の研究｣r緊急

性希少鉱物資源の探査技術開発に関する研究｣r石炭特

性と生成環境に関する研究｣｢ランドサットTMデｰタ

による地形･地質構造解析の研究｣を継続するとともに

｢含油堆積盆地の標準層序に関する研究｣を新たに実施

する.また国際産業技術研究事業の一環として“沿

海鉱物資源探査"及び“地下水資源開発"に関する集団

研修を実施する.

I.6.1パキスタン=1リション帯の地質･鉱物資源の

研究

〔方針〕

インドとユｰラシア大陸プレｰトのコリショソ(衝突)

によって形成されたヒマラヤ山脈のパキスタン及びカラ

コルム地域における地質･鉱物資源の研究によりコリ

ショソ帯における鉱物資源の濃集過程を明らかにする.

またその鉱物資源の分布則を解明することにより同

様た地質環境の地域における鉱床探査の指針を得ること

を目標とする.

〔計画の大要〕

1.コリショソに伴う大陸地殻内の火成作用とそれに

関連した鉱物資源を明らかにするとともに島弧型地

質･鉱物資源の比較研究を実施して宝石鉱物鉱化作

用･大陸縁辺型堆積作用並びに鉱化作用を解明する.

2.コリショソ帯の鉱床成因の解明と鉱床探査技術への

応用を図り地質･鉱化作用の総合的まとめを行う･

I.6.2緊急性希少鉱物資源の探査技術開発に関する研

究

〔方針〕

資源安定供給の立場からアフリカ南部に偏在する全

自金クロム族等の希少金属鉱物資源の新たた鉱床分布

地域としてフィリピンはそのポテンシャルが高い.

フィリピンの地質条件に応じた新鉱床探査技術を開発し

鉱物資源の確保を図る.

〔計画の大要〕

1.関係3カ国(日本フィリピンアメリカ)の火山性金

鉱床及びクロム･白金族鉱床の比較研究を行う･

2.フィリピンにおいて野外地質･鉱床研究を実施し

採取試料を分析･検討する.

3.総合解析を進め鉱床探査技術の確立を図る.

I.6.3石炭特性と生成環境に関する研究

〔方針〕

島弧型地質構造からたる中国東北部遼寧省撫順炭田

阜新炭田及び梅河炭田を対象として堆積学的及び構造

地質学的手法により炭田堆積盆の形成機構を明らかに

し石炭に関する石炭岩石学的及び有機地球化学的諸特

性を解析し炭田堆積盆の生成環境及び石炭化作用を総

合解析し石炭の炭質評価技術移転とともに日本と中

国の炭田の炭質特性及び堆積盆の地質構造発展過程の比

較検討を行い対象地域の炭田堆積盆の形成過程と炭質

特性を総合解析する.

〔計画の大要〕

1.石炭のバイオマｰカｰ解析等に基づく炭田堆積盆の

地質ニュｰス405号�
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堆積環境及び石炭化作用の総合解析

炭田及び周辺地域の堆積学的及び構造地質学的解析

炭田堆積盆形成機構の総合的解明

I.6.4含油堆積盆地の標準層序に関する研究

〔方針〕

フィリピンにおける重要含油堆積盆地の代表的な地質

セクションの詳細た地質･徴古生物･地化学的調査研究

を行い標準岩相･年代層序を確立するとともに堆積

環境及び石油発生能力を解明する.

〔計画の大要〕

1.代表的たセクションの標準的岩相･年代層序を確立

し堆積盆地の地質構造調査物理探鉱デｰタ解析等

に標準尺度を目盛り探鉱効率の向上を図る.

2.徴化石分析や堆積環境の解析によって堆積盆地の

発展過程を解明し石油根源岩及び貯留岩の分布予測

を行う.

亙.6-5ランドサ･クド丁蛆デｰタによる地形･地質構造

解析の研究

〔方針〕

我が国と地質状況や植生の被覆状態が大きく異なり

古期基盤岩類が広く分布する中国の東北部(遼寧省)等

をモデルフィｰルドとしてランドサットTMデｰタか

らリニアメ1■ト抽出により断裂系を解析する技術テキ

スチャやスペクトル特性をもとに岩体区分を行う技術を

それぞれ開発するとともに抽出解析情報を総合L

対象地域の広域地質構造の解明を行うことを目標とす

る.

〔計画の大要〕

1.基盤岩地域におけるランドサット.TMデｰタから

.のリニアメントを自動的に抽出する技術の開発.

2.基盤岩地域におけるランドサットTMデｰタから

の岩体区分を行う技術開発.

3.対象基盤岩地域についての抽出情報総合による広

域地質構造の解明をそれぞれ図る.

L6.6国際産業技術研究事業集団研修

1.沿海鉱物資源探査集団研修

物理探査の手法を中心に沿海鉱物資源探査に必要

な専門技術を習得さ昔対象国の技術レベルの向上を

図る.特に海洋地質調査海上物理探査及びデｰタ

処理に重点をおいた講義と実習を行い更に集中コｰ

1988年5月号

スとして石油探査の課程を設け高度た知識と実践的

た技術を習得させることを目標とする.コｰスの最終

過程では個々の研修員の希望する課題について個別

研修を行い習得技術の定着を図っている.

2.地下水資源開発集団研修

開発途上国における地下水資源の開発及び管理に従

事する技術者を訓練･養成し技術の向上を図ること

を目的としている.63年度には本コｰスに関する

技術研修は開発途上国の水資源開発に携わる技術者

のうちかつて当コｰスを終了した者に最新で高度た

技術を習得させるとともに諸国の当面する地下水開

発の諸問題の解決法を考究させる.

I.7.科学技術振興調整費による研究

昭和63年度の研究計画はまだ確定していたいものも

あり継続する5件について以下に紹介する.

I.7.1南太平洋における海洋プレｰト形成域(リフト

系)の解明に関する研究

(1)リフト系の地質･地殻構造等に関する調査･研究

(2)プレｰト構成物質の起源に関する調査･研究

〔方針〕

1.南太平洋に多く存在する縁海のリフト系のうち最

も典型的な背弧海盆と考えられる北フィジｰ海盆域の

海盆中央部のリフト系と海盆周辺部に発達する背弧

海盆のリフト系の地球物理学的調査を行いリフト系

の地質構造地震波速度構造密度構造磁気構造

熱的構造等を明らかにする｡

2.リフト系及びその周辺の堆積物･岩石を採取し地

質学及び地球化学的手法によりプレｰト構成物質の

組成･起源を明らかにL縁海中央部及び周辺部リフ

ト系の地質学的特徴を解明する.

〔計画の大要〕

1.調査船｢かいよう｣潜水挺｢ノチｰル｣による北

フィジｰ海盆中央部のリフト系調査に参加し潜水調

査及び各種地球物理学的調査を行う､また本研究

を遂行するために必要た調査ツステム及び機器類の開

発･整備を並行Lて行う､

2.調査船｢かいよう｣潜水艇rノチｰル｣による

北フィジｰ海盆中央部のリフト系調査に参加し潜水

調査及び堆積物･岩石の採取･分析を行う.また

バリウム等のプレｰト特有の極微量元素を超精密に分

析するために質量分析装置の改良を行う.本年度

は試料導入部を改良する.�
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I.7.2土砂災害危険度予測システムの開発に関する研

究一地質素因の土砂災害危険度予測システムの

導入手法に関する研究一

〔方針〕

既存の5万分の1地質図を数値化して基本デｰタとし

土砂災害の発生に関連する地層の特性崩壊性堆積物の

特性等のデｰタを総合し降雨に伴う土砂災害危険度評

価を行いかつ危険度のより高い地域において既存の

観測井を利用し崩壊土層の内部構造及び基岩の抽出

を高精度に行うためのマルチチャンネルデジタル式弾性

波速度検層システムの開発を進める.

〔計画の大要〕

昭和62年度までに調査を行ってきた長野地域に加えて

伊豆地域にテストフィｰルドを設ける.

長野地域では数値化された地質図デｰタに野外調査

によって得られた岩層区分風化度等の土砂災害に関連

するデｰタ及び地すべり等過去の土砂災害のデｰタを数

値化しそれらを総合化し軟岩地域における地質素因の

パラメｰタを決定する.

伊豆地域では地質境界地質属性等の数値化を行い

火山岩質堆積層の地域の地質素因のパラメｰタを決定す

る.

昭和62年度までに開発したマルチチャンネルデジタル

式弾性波速度検層装置を物性値の異たる地層が様六に

堆積している場での掘削孔において性能テストを行い

改良を加えてテストフィｰルドでの裸孔及び仕上孔に

おいて試験を行う.また収録したデｰタの解析用ソ

フトを作成する.

I.7.3マゲ=チュｰド7級の内陸地震の予知に関する

研究

(1)地震探査による地殻構造調査

(2)断層の活動史に関する研究

〔方針〕

1.相模トラフの陸上延長域に当たる足柄平野及び大磯

丘陵地域の申｡深部地下構造を解明しこの地域の地

震発生の地質学的背景を探ることを目標とする.

2.国府津一松田断層の過去数十万年の活動史を解明す

るとともに既存手法による断層の地表トレｰスの詳

細た把握及び断層位置･活動度を探査する新手法の開

発を行う.

〔計画の大要〕

1.昭和62年度に実施した屈折法地震探査で得た地震波

デｰタを整理L再生記録の作成記録断面の作成

走時の読み取りを行い地下遠度構造断面を得る.

2.大磯丘陵北半都での詳細な地質調査及び足柄平野の

国府津一松田断層近傍での300mオｰルコアボｰリン

グを実施する.両地域の地下地質を比較し同一地

層の食い違いを手がかりに断層の活動史を読みと

る.さらに地下深部から湧出するガスや基盤の断

層変位による食い違いを手がかりとしてラドンαト

ラック法探査断層活動度計測システムによる探査

精密重力探査を行いトレンチ可能た精度で断層の地

表トレｰスを求める.

I.7.4アセアン諸国とのリモｰトセンシング技術の高

度化とその応刷こ関する共同研究

一非毎生資源調査に関する研究一

〔方針〕

厚い植生に覆われ太陽高度が高いため地形が見難い

等我が国とは異なる条件を有するアセアン地域を対象

としリモｰトセンシングデｰタから地質情報を抽出す

る技術の開発を行うとともに抽出地質情報と既存地質

資料を合わせて当該地域の地質構造の解明を行う.

たお本研究は地質調査所とインドネシア国立科学

院地質工学研究開発センタｰとの国際共同研究として実

施される.

〔研究の大要〕

インドネシアのスラヴェシ島･フロレス島･1コソブレ

ソ島についてもも1号MESSERデｰタ･ランドサッ

トTMデｰタ及びSPOTデｰタよりスペクトル解析

を加えた総合解析と現地検証による評価を行う.さ

らにロソブレソ島北部の新発見鉱化域において地質

構造と資源分布の関係を解明する.

I.7.5国際協力による微小量カ環境下での物理･化学

及び生体現象の解明に関する研究

一ガラス融液の物質熟移動に関する研究一

〔方針〕

天然の無重力下で生じたガラス球融体(コントｰル)の

化学的均一性をガラス球の大きさ化学組成冷却速度

との関連において求める.

〔計画の大要〕

試料と肢るガラス球の内直径1mm以下の微小球体

の化学組成を求めるため高感度検出器を導入する.こ

れを用いて昭和62年度に分離抽出した天然無重力カラ

ス球融体中のナトリウムスカンジウム鉄コバルト

ラソタソセリウムサマリウムの存在度を求める.
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